
証券コード　2818

平成28年６月９日

株 主 各 位

第31期定時株主総会招集ご通知に際しての

イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

法令及び定款第15条の規定に基づき、当社ホームページ

（http://www.pietro.co.jp/）に掲載することにより、

株主の皆さまに提供しているものであります。

表紙



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数          ４社

・主要な連結子会社の名称  株式会社ピエトロソリューションズ

株式会社ピエトロフレッシュサプライ

ANGELO PIETRO,INC.

PIETRO SINGAPORE PTE.LTD.

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

ANGELO PIETRO,INC.及びPIETRO SINGAPORE PTE.LTD.の決算日は12月31日で

あります。

連結計算書類の作成にあたっては、当該連結子会社の事業年度に係る財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

(3) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ  有価証券の評価基準及び評価方法

・その他有価証券

時価のあるもの         期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの         移動平均法による原価法

ロ  たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品及び製品、仕掛品    総平均法による原価法

・原材料                  総平均法による原価法

ただし、レストラン事業については最終仕入原

価法による原価法

・貯蔵品                  最終仕入原価法による原価法

なお、貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定しております。

② 重要な固定資産の減価償却の方法

イ  有形固定資産          定率法

（リース資産を除く）  ただし、建物（建物附属設備を除く）について

は定額法

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物      ２年～４１年

機械装置及び運搬具  ２年～１０年

工具、器具及び備品  ２年～２０年

ロ  無形固定資産          定額法

（リース資産を除く）  ただし、ソフトウエアについては社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法
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ハ  リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

③ 重要な引当金の計上基準

イ  貸倒引当金            債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ  賞与引当金            当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与の支

給に備えるため、賞与支給見込額に基づき計上

しております。

ハ  役員退職慰労引当金    当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、

役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

④ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は当該子会社の決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含

めて計上しております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

イ  退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における見込み額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控

除した額を計上しております。

ロ  消費税等の会計処理

税抜き方式を採用しております。
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２．表示方法の変更に関する注記
「企業結合に関する会計基準」等の適用に伴う変更
「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成25年９月13

日）第39項に掲げられた定め等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の
表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っており
ます。

３．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産

現金及び預金 5,251千円
建物及び構築物 917,947千円
土地 1,793,448千円

計 2,716,647千円

担保に係る債務
買掛金 691千円
短期借入金 920,010千円
１年内返済予定の長期借入金 80,016千円
長期借入金 196,626千円

計 1,197,343千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,218,153千円

４．連結損益計算書に関する注記
減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計

上しております。

場 所 用 途 種 類
減 損 損 失

(千円)

福岡市城南区 レストラン 建物等 20,906

東京都多摩市 レストラン 工具、器具及び備品等 1,396

当社グループは、所在地別物件それぞれが、概ね独立してキャッシュ・フロ
ーを生み出す最小単位として捉え、物件ごとにグルーピングしております。
レストランについては、収益性が継続的に悪化した店舗につき、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたし
ました。
なお、レストランの回収可能価額については、使用価値により測定しており、

将来キャッシュ・フローを3.14％で割り引いて算定しております。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普 通 株 式 5,591,630株 －株 －株 5,591,630株

(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決    議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

平成27年６月24日
定 時 株 主 総 会

普通株式 106,231 19
平成27年
３月31日

平成27年
６月25日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

平成28年６月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関

する事項を次のとおり提案する予定であります。

イ  配当金の総額 117,413千円

ロ  １株当たり配当額 21円

ハ  基準日 平成28年３月31日

ニ  効力発生日 平成28年６月27日

なお、配当原資については利益剰余金とすることを予定しております。

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主にレストラン店舗の新設や改修計画並びに食品の製造

販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入

により調達しております。また、一時的な余剰資金は安全性の高い金融資産

で運用し、短期的な運転資金についても銀行借入により調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されており、主にレス

トラン事業における売上預け金、敷金及び保証金については、賃貸人の信用

リスクに晒されております。また、投資有価証券は市場の変動リスクに晒さ

れており、借入金についても市場金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

当社グループは、与信管理規程及びＦＣ売掛債権管理規程に従い、営業債

権について各事業部門は主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取

引先毎に期日及び残高を管理することにより、財務状況等の悪化による回収

懸念債権の早期把握や軽減を図っております。また、投資有価証券について

は、定期的に時価や発行体（取引先企業）との関係を勘案して保有状況を継

続的に見直しております。また、レストラン店舗の新設時に支払う敷金及び

保証金については、新設時の信用調査等により回収懸念リスクの軽減を図っ

ております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。
連結貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

①現金及び預金
②預け金
③売掛金
④投資有価証券
⑤敷金及び保証金(１年内含む)

1,265,225
41,935

1,403,435
105,310
460,757

1,265,225
41,935

1,403,435
105,310
454,274

－
－
－
－

△6,483

資 産 計 3,276,664 3,270,181 △6,483
⑥買掛金
⑦短期借入金
⑧未払金
⑨未払法人税等
⑩長期借入金（１年内含む）

496,943
1,900,000
439,548
90,277
417,494

496,943
1,900,000
439,548
90,277
420,635

－
－
－
－

3,141

負 債 計 3,344,262 3,347,403 3,141

(注) １．貸出コミットメントラインの未使用枠
当連結会計年度

貸出コミットメントライン 600,000千円

２．金融商品の時価の算定方法
資産
① 現金及び預金、② 預け金、③ 売掛金

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。

④ 投資有価証券
時価については、株式等は取引所の価格によっております。

⑤ 敷金及び保証金（１年内含む）
時価については、契約等から返還までの期間を合理的に見積もり、当該期間

の将来キャッシュ・フローを国債等の利回りで割り引いた現在価値から、貸倒引

当金を控除しております。

負債
⑥ 買掛金、⑦ 短期借入金、⑧ 未払金、⑨ 未払法人税等

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。

⑩ 長期借入金（１年内含む）
長期借入金のうち、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映し、また、

当社の信用状態は借入実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と

近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

３．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区  分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 2,300
長期預り敷金 86,020

非上場株式については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「④投資有価証券」には含めておりません。また、長期預り敷金については、入

居者の退去時期が算出できず、時価が合理的に見積もれないため記載しておりま

せん。
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７．賃貸等不動産に関する注記

当社では、福岡市内において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸のオフ
ィスビルなどを所有しております。なお、賃貸オフィスビルの一部については、
当社及び一部子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分
を含む不動産としております。

これらの賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産
に関する連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連
結決算日における時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
連結決算日における時価

（千円）当連結会計年度期首残高
（千円）

当連結会計年度増減額
（千円）

当連結会計年度末残高
（千円）

賃貸等不動産 171,448 △2,074 169,374 135,210

賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産

2,615,442 △44,107 2,571,335 1,920,000

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累
計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費（46,079千円）
であります。

３．当連結会計年度末の時価は、賃貸等不動産として使用される部分を含む
不動産については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく
金額、その他の物件については、土地は適切に市場価格を反映している
と考えられる指標を用いて調整した金額により、建物等の償却性資産は
連結貸借対照表計上額をもって時価としております。

また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に
関する平成28年３月期における損益は、次のとおりであります。

賃貸収益（千円） 賃貸費用（千円） 差額（千円）

賃貸等不動産 7,332 2,261 5,070

賃貸等不動産として使用され
る部分を含む不動産

151,406 74,833 76,572

（注）賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び
経営管理として当社及び一部子会社が使用している部分も含むため、当該部
分の賃貸収益及び当該部分に係る費用（減価償却費、保守料、租税公課等）
は計上されておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 682円01銭

(2) １株当たり当期純利益 56円31銭

９．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式            移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの        期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの        移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品及び製品、仕掛品  総平均法による原価法

② 原材料                総平均法による原価法

ただし､レストラン事業については最終仕入原価

法による原価法

③ 貯蔵品                最終仕入原価法による原価法

なお、貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産          定率法

（リース資産を除く）  ただし、建物（建物附属設備を除く）については定

額法

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物                ２年～４１年

構築物              ３年～４０年

機械及び装置              １０年

車両運搬具          ４年～  ６年

工具、器具及び備品  ２年～２０年

② 無形固定資産          定額法

（リース資産を除く）  ただし､ソフトウエアについては社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法

(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金            債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金            従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額

のうち当事業年度に負担すべき額を計上しており

ます。
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③ 退職給付引当金        従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

④ 役員退職慰労引当金    役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金

内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

(6) 消費税等の会計処理

税抜き方式を採用しております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

現金及び預金 5,251千円

建物 917,947千円

土地 1,793,448千円

計 2,716,647千円

担保に係る債務

買掛金 691千円

短期借入金 920,010千円

１年内返済予定の長期借入金 80,016千円

長期借入金 196,626千円

計 1,197,343千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,173,039千円

(3) 関係会社に対する金銭債権債務

① 短期金銭債権 15,618千円

② 短期金銭債務 224,532千円

③ 長期金銭債務 21,190千円

３．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

営業取引による取引高

① 売上高 39,099千円

② 仕入高 1,193,968千円
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(2) 減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しておりま

す。

場 所 用 途 種 類
減 損 損 失

(千円)

福岡市城南区 レストラン 建物等 20,906

東京都多摩市 レストラン 工具、器具及び備品等 1,396

当社は、所在地別物件それぞれが、概ね独立してキャッシュ・フローを生み

出す最小単位として捉え、物件ごとにグルーピングしております。

レストランについては収益性が継続的に悪化した店舗につき、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしま

した。

なお、レストランの回収可能価額については、使用価値により測定しており、

将来キャッシュ・フローを3.14％で割り引いて算定しております。

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度期首
の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数

普 通 株 式 497株 32株 －株 529株

５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
未払事業税 6,133千円
賞与引当金 14,235千円
貸倒引当金 15,633千円
役員退職慰労引当金 203,688千円
退職給付引当金 17,693千円
投資有価証券評価損 15,135千円
会員権評価損 11,102千円
関係会社株式評価損 7,397千円
減損損失 40,023千円
資産除去債務 17,327千円
その他 4,038千円

繰延税金資産小計 352,410千円
評価性引当額 △268,387千円

繰延税金資産合計 84,022千円

（繰延税金負債）

敷金及び保証金 26,474千円
その他有価証券評価差額金 15,858千円
その他 4,822千円

繰延税金負債合計 47,155千円

繰延税金資産の純額 36,867千円
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(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主要な項目

の内訳

法定実効税率 32.8％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3％

法人住民税均等割 3.6％

税率変更による期末繰延税金資産の修正 3.1％

評価性引当額 △0.6％

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.9％

(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地

方税法等の一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年

３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から

法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税

金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の32.0％か

ら、平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始す

る事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.69％に、平成30年４

月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については

30.46％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除

した金額）は1,614千円減少し、法人税等調整額が2,416千円、その他有価

証券評価差額金が801千円それぞれ増加しております。

６．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類
会 社 等
の 名 称

所在地
資本金又
は出資金

事業の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取 引
金 額
(千円)

科 目
期 末 残 高

(千円)

子会社
㈱ピエトロ

ソリュー

ションズ

福岡市
中央区

30,000千円 卸売業 100.0

同社からの
原材料の供給

役員の兼任等

原材料の
購 入

1,014,015 買掛金 206,135

（注）１．上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
営業取引については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 656円81銭

(2) １株当たり当期純利益 52円85銭

８．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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